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1．現況

　①　法人名 （別表）
　　地方独立行政法人さんむ医療センター

　②　所在地 　○地域中核病院
　　千葉県山武市成東１６７番地 　○救急告示病院

　〒２８９－１３２６
　③　役員 　　　　千葉県山武市成東１６７番地

　　（令和2年3月31日現在） 設　  　  　立 　平成22年４月１日
　　役職名 備　　考 許可病床数 　312床
　　理事長 診  療  科  目 　内科、循環器内科、呼吸器内科、消化器内科、緩和ケア内科、
　　理  事 　院長 　外科、大腸・肛門外科、小児科、産婦人科、整形外科、脳神経外科、
　　理  事 　看護部長 　耳鼻咽喉科、　眼科、泌尿器科、皮膚科、小児外科、麻酔科、
　　理  事 　医療技術部長 　歯科口腔外科、リハビリテーション科、総合診療科（院内標榜）
　　監  事 　税理士 敷　地　面　積 　24,627.16㎡

建　物　規　模 　北棟　　　　　地上５階建【建築面積　2,176.38㎡、延床面積  7,678.37㎡】
　④　設置・運営する病院

　　別表のとおり

　⑤　職員数（令和2年3月31日現在）

    387.4人

 〔常勤職員303人、非常勤職員（常勤換算）75.5人、非常勤医師（常勤換算）8.9人〕

２．さんむ医療センターの基本的な目標等

　　　　　　　　地上２階建【建築面積　     42.85㎡、延床面積       85.70㎡】

　MRI棟　　　　 １階平屋建【建築面積       121.38㎡、延床面積     121.38㎡】

　カルテ庫棟　　地上３階建【建築面積　     79.14㎡、延床面積     237.42㎡】

　地方独立行政法人さんむ医療センター

野島　喗通

病 　 院　  名

坂本　昭雄

　令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉（目次）
　
　【年度計画】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　第１　年度計画の期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３
　　　第２　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する　　　　３
　　　　　　目標を達成するためとるべき措置
　　　　１．地域の特性に配慮した医療の確立と提供　　　　　　　　　　　　　　　３
　　　　２．医療水準の向上                                             　   　５
　　　　３．患者サービスの一層の向上                                　　　　  ８
　　　　４．安心で信頼できる良質な医療の提供                          　      ９
　　　　５．市の医療施策推進における役割                            　　　　１２
　　　第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項                     　　   １３
　　　　１．地方独立行政法人としての運営管理体制の持続的な発展              １３
　　　　２．効率的かつ効果的な業務運営　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３
　　　第４　予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画   　 　　  　１８
　　　第５　短期借入金の限度額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８
　　　第６　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画　　　　　　　　　　　　１８
　　　第７　剰余金の使途　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９
　　　第８　料金に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９
　　　　１．使用料及び手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９
　　　　２．使用料及び手数料の減免                                       　 １９
　　　第９　その他業務運営に関する重要事項　　　　　　　　　　　　　　　　　１９
　　　　１．施設整備の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９
　　　　２．病院機能の拡充                                             　   ２０
　　　　３．積立金の処分に関する計画                                　　　　２０

　平成22年3月末をもって解散した組合立国保成東病院は、昭和28年6月の開院より57年間にわ
たり、山武郡市における地域医療の中核的病院として、地域全体の医療水準の向上に努めてき
た。
　近年の病院を取り巻く医療環境はますます厳しさを増してきている中で、地方独立行政法人
化となった今後においても、公的病院としての役割を堅持しつつ、持続的かつ安定的に医療を
提供することが求められている。
　このため、地方独立行政法人さんむ医療センターは、救急医療や住民が求める医療サービス
の提供に努めるとともに、地方独立行政法人制度の特徴を生かして、サービスの向上と経営の
効率化等について積極的な取り組みを行い、患者及び住民の医療ニーズに対し最大限に応えて
いくことが使命である。

　中棟　　　　　地上３階建【建築面積　1,339.68㎡、延床面積  2,784.96㎡】
　南棟　　　　　地上６階建【建築面積　1,219.82㎡、延床面積  5,930.38㎡】

　中央物流センター棟

さんむ医療センターの概要

所 　 在　  地

氏名

篠原　靖志

高井　幸一
井上　純子

主な役割及び機能
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  全体的な状況

１　法人の総括と課題

　地方独立行政法人化10年目（第3期中期計画3年目）となる令和元年度も引き続き、法人運営の
基盤となる理事会や管理職で構成し主要事項の検討を行う「経営の質向上委員会」及び「病院の
質向上委員会」を定期的に開催し、的確な運営が行えるよう努めるとともに、中期目標・中期計
画及び年度計画の達成に向けて取り組みを行ってきた。
　病院運営全般に関する重要な事項としては、平成31年4月1日より7病棟を休床とし、一般病棟
の稼働病床を1病棟59床、5病棟52床、6病棟26床の3病棟137床としたことにより効率的な看護人
員配置となった。
　診療体制については、令和元年度は常勤医師34名体制を維持した。なお、平成23年7月から受
け入れを開始している産科入院については、令和元年度の年間分娩数が234件（平成30年度249
件）と「生み育てられる街」として周産期医療の安定を図った。また、平成30年10月より山武市
と提携し産後ケア事業を開始し、令和元年10月1日からは母乳外来を開設した。また、令和元年
10月1日から東金市とも産後ケア事業を契約し、産後のケアに貢献できるよう努めた。
　経営状況については、入院収益及び外来収益において、入院患者数、外来患者数ともに目標数
値を下回った。また、平成30年度実績との比較でも、入院患者数が5.9％、外来患者数は0.2％の
減となった。また、患者１人１日当たりの診療単価については、外来診療単価が平成30年度実績
を上回ることができたが、入院診療単価は30年度実績を上回ることが出来なかった。一方、費用
の節減においては、薬品、診療材料等について納入価格の引き下げに引き続き努めたところであ
る。しかし、これらの取り組みを行ったが、結果として86,197千円の赤字となった。損益悪化の
主な要因は、新型コロナウイルス感染症の影響による患者数の減及び看護師等奨学金免除損によ
るものである。
　今後の課題として、引き続きDPC導入による効果的な医療の実践、回復期リハビリテーション
病棟（平成24年度開設）・緩和ケア病棟（平成25年度開設）・地域包括ケア病棟（平成28年度開
設）の病床利用率向上、平成27年8月より算定を開始した急性期一般入院料１の堅持、更に医療
制度改革に柔軟に対応し、収入の確保及び費用の節減について継続して推進していく必要があ
る。

２　大項目ごとの特記事項

（１）住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する取組
　診療体制の充実と強化については、令和元年度の常勤医師は前年度と同じ34名体制を維持した。
医療機器等については、据置型デジタルX線透視診断装置他25品目について順次購入を進め、整
備・更新を行った。
　救急医療の充実については、地域医療機関と連携を図り二次救急医療輪番体制を実施し、当院で
は、外科系175日、内科系24日を担当し、救急告示病院、地域の中核的病院としての役割を果たす
ことができた。
　地域医療連携の推進については、厚生労働省より「地域がん診療病院」として指定を受け、グ
ループ指定先病院として地方独立行政法人総合病院国保旭中央病院、千葉県がんセンターと連携体
制を構築し、緩和ケア、相談支援、がん診療等を整備した。がん拠点病院のない医療圏のがん医療
の向上に努めた。
　また、平成26年1月より緩和ケア病棟入院料の施設基準届出を行い、がん患者の受け入れを引き
続き強化している。
　患者サービスの一層の向上については、毎月1回発行する院内広報誌に、新任医師の紹介、医師
や医療技術職員による医療情報、糖尿病教室、看護・医療イベントの開催案内や休診情報を掲載
し、院内フロアをはじめ近隣市町の窓口を通し配布した。また、患者及び住民に対し、病院ホーム
ページを通して医療情報等について発信し、分かりやすくかつ新しい情報を迅速に提供するための
積極的な取り組みを引き続き行った。
　平成28年12月より地域包括ケア病棟を開設し、急性期治療後の病状や身体機能の回復に向けてケ
アを行い、安心して在宅療養できるように退院支援を行っている。
　
（２）業務運営の改善及び効率化に関する取組
　理事会や管理職で構成する「経営の質向上委員会」及び「病院の質向上委員会」を定期的に開催
し、法人の運営が的確に行えるよう努めた。
　平成24年度から本格導入した人事評価制度については、平成25年度以降、給与への反映を開始し
ている。
　収入の確保対策としては、一般病棟から回復期リハビリテーション病棟・地域包括ケア病棟への
転棟を促して回復期リハビリテーション病棟・地域包括ケア病棟の病床利用率向上を図るととも
に、一般病棟の効率性を上昇させた。
　費用の節減対策としては、診療材料の品目の見直し、切替えを行う等安価購入に努めた。また、
効率的な後発医薬品への切替えを進めた。
　平成28年6月より電子カルテシステムの稼働を開始し、患者サービスの更なる充実と医療システ
ムの連携による利便性の向上に継続して努めている。
　また、平成28年4月より「地域がん診療病院（グループ指定医療機関）」の指定を受け、地域の
がん診療の拠点となるべくがん患者の受け入れに力を入れている。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント

第１　中期目標の期間
　平成29年4月1日から平成32年3月31日まで
の3年間とする。医療・保健・介護を健診か
ら在宅まで三位一体で切れ目なく地域住民に
提供し、安心して暮らすことができる医療環
境を整備することを目途とする。目途を実現
するための施設整備を検討する。また、財務
基盤を強化し、経営を安定させることで、地
域住民により安心感を与える。これらの内容
を含め、次の中期目標に円滑につなげる。

第１　中期計画の期間
 平成29年4月1日から平成32年3月31日までの3年
間とする。ただし、医療・保健・介護を健診から
在宅まで三位一体で切れ目なく地域住民に提供
し、安心して暮らすことができる環境を整備する
ことを目途とする。目途を実現するための施設整
備を検討する。また、財務基盤を強化し、経営を
安定させることで、地域住民により安心感を与え
る。

第１　年度計画の期間
　平成31年4月1日から平成32年3月31日までと
する。

第２　住民に対して提供するサービス
　　その他の業務の質の向上に関する
　　事項

第２　住民に対して提供するサービスそ
　　の他の業務の質の向上に関する目標
　　を達成するためとるべき措置

第２　住民に対して提供するサービスそ
　　の他の業務の質の向上に関する目標
　　を達成するためとるべき措置 　

大
B

大
B 中項目を総合評価

１　地域の特性に配慮した医療の提供 １　地域の特性に配慮した医療の確立と
　提供

１　地域の特性に配慮した医療の確立と
　提供

【実施】
地域の特性に配慮した医療の確立と提供

　
　

　

　医師数においては、平成30年度と変わらず、令和元年度は常
勤医師34名体制を維持した。
<常勤医師数>　34名

中
B

中
B

小項目を総合評価
自己評価を承認する。
新型コロナウイルスのような感染症拡大
に備え、感染症病床又は予備病床の整
備を行ったらどうか。

年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　（1）医療提供体制の整備
　地域医療構想をふまえ、医療需要の質的・
量的変化や新たな医療課題に適切に対応する
ため、患者動向や医療の需要など社会の変化
に即して診療部門の見直し及び充実を行うこ
と。
　産科医療の維持向上とともに、回復期医療
から在宅医療・介護の連携による地域住民の
高齢化に伴う慢性疾患への対応と、今後、地
域社会において一層必要とされる在宅医療の
診療体制を整備すること。
　地域がん診療病院として、がん診療連携拠
点病院と連携しつつ、専門的ながん医療の提
供、相談支援や情報提供などの役割を担うこ
と。

　　(1) 診療体制の整備
　地方独立行政法人さんむ医療センター（以下
「医療センター」という。）は二次救急を担うと
ともに、近隣の医療機関と連携し、地域包括ケア
病棟、回復期リハビリテーション病棟の運営も行
い、他医療機関と連携して地域包括型医療を担
う。また診療所や介護施設等との連携のもとで、
日常の健康維持向上から医療・介護期を経て在宅
復帰まで、切れ目のない医療を提供し、地域に密
着した信頼される病院を目指す。地域住民が安心
して暮らせる街づくりに寄与する。
　産婦人科においては「産み育てられる街」とし
て、今後も分娩できる体制を継続する。
　また専門的な外来を充実させることで、専門医
師の修練の場の提供を進め、地域がん診療病院と
して地域の中核を担う医療体制の充実を図り、緩
和ケア病棟の運営も行う。

　　(1)診療体制の整備
　地方独立行政法人さんむ医療センター（以下「医
療センター」という。）は二次救急を担うととも
に、近隣の医療機関と連携し、回復期リハビリテー
ション病棟や緩和ケア病棟及び地域包括ケア病棟の
運営も行い、他医療機関と連携して地域包括型医療
を担う。また、診療所や介護施設等との連携のもと
で、日常の健康維持向上から医療・介護期を経て在
宅復帰まで、切れ目のない医療を提供し、地域に密
着した信頼される病院を目指す。地域住民が安心し
て暮らせる街づくりに貢献できるように努める。な
お、産婦人科においては、平成30年10月より山武市
と提携し、産後ケア事業を開始するなど、「産み育
てられる街」として、分娩体制を維持するとともに
産後のケアにも貢献できるように努める。
　また、専門的な外来を充実させることで、専門医
師の修練の場の提供を進め、地域がん診療病院とし
て更にがん登録の連携を充実する。家庭総合医を養
成するため、プライマリケアプログラムによる家庭
医の研修体制を整備し研修医を受け入れ、地域の中
核を担う医療体制の充実に努める。
　看護基準に関しては、平成27年8月から開始した
一般病棟入院基本料（急性期一般入院料1）を堅持
すると共に、地域包括ケア病棟及び回復期リハビリ
テーション病棟の効率的な運営に努める。

小
Ａ

小
Ａ

自己評価を承認する。
数値評価項目A2-8
医師数を維持できたことは評価できる。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　　(2) 医療機器等の計画的な整備及
　　　び更新
　医療センターに求められる医療を提供でき
るよう、中期目標の期間において、医療機器
等の整備及び更新を積極的に進めること。

　　(2) 医療機器等の計画的な整備及び
      更新
　中期目標の期間中の医療機器等、整備計画を策
定し、医療機器等の整備及び更新を積極的に実施
し必要に応じた新規の購入を進める。計画策定に
当たって、診療報酬請求への影響を事前に把握・
検討する。

　　(2)医療機器等の計画的な整備及び
　　　更新
　医療機器等、整備計画を策定し、医療機器等
の整備及び更新を積極的に実施し必要に応じた
新規の購入を進める。計画策定に当たっては、
診療報酬請求への影響を事前に十分把握・検討
する。引き続き、効果的な整備に努める。

【実施】
　医療機器等の整備及び更新を積極的に実施し、必要に応じた
新規の購入を進めた。
　医療機器等の整備及び更新を実施するため施設整備委員会を
年2回開催し、対象機種を選定して順次購入を進めた。
　また購入機器に応じ、別途機種等選定委員会を起ち上げ購入
機器（メーカ）を選定する等、費用対効果が最大限得られるよ
う努力した。

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　　(3) 救急医療の充実
　二次救急医療機関として、住民が安心でき
る救急医療体制の充実を図ること。

　　(3) 救急医療の充実
　地域医療機関と連携し、市民の理解を得なが
ら、二次救急業務体制の充実に努める。地域住民
が安心して暮らせる街づくりの一端を担う。

　　(3)救急医療の充実
　地域医療機関と連携し、市民の理解を得なが
ら、二次救急輪番に引き続き参加する。地域住
民が安心して暮らせる街づくりの一端を担える
よう努める。

【実施】
　山武郡市医師会と連携した休日当番体制、山武郡市内6病院で
構成する二次救急医療輪番体制において救急医療を実施した。
※休日当番体制
内科系18日・外科系32日
※二次救急医療輪番体制
内科系24日・外科系175日

小
B

小
B

自己評価を承認する。

２　医療水準の向上 ２　医療水準の向上 ２　医療水準の向上

　
中B 中B 小項目を総合評価する。

　　(1) 医療職の人材確保
　医療センターにおいて提供する医療水準を
向上させるため、優秀な医師、看護師及び医
療技術職員の確保に努めるとともに、教育研
修体制の充実を図り、臨床研修医及び後期研
修医（専門分野の研修を行う医師をいう。）
の受入れに努めること。
　日本専門医機構が統括する新専門医制度で
は、内科・外科・整形外科・総合診療領域に
於いて連携研修施設として、多数の基幹施設
の研修プログラムに参加し、高い診断・治療
能力を持つ専門医の育成の一翼を担ってゆ
く。
（注）総合診療部門では、基幹施設として研
修プログラムを作成、研修医の募集を行って
ゆく。

　（1） 医療職の人材確保
　医療センターにおいて提供する医療水準を向上
させるため、優秀な医師、看護師及び医療技術職
員の確保に努めるとともに、教育研修体制の充実
を図り、臨床研修医及び後期研修医（専門分野の
研修を行う医師をいう。）の受け入れに努める。
　医師及び看護師等の人材確保については、大学
等関係機関との連携強化を図ること。また、働き
やすく休みやすいワークライフバランスの充実を
実現し、良質な医療人材が集まる病院となること
を目標とする。短時間正職員等、多様な価値観や
家庭環境に柔軟に対応できる勤務形態を整備し、
職員満足度の更なる向上を目指す。そのうえで教
育実習等の受け入れや関係教育機関との連携強化
を図る。

　　(1)医療職の人材確保
　医療センターにおいて提供する医療水準を向
上させるため、優秀な医師、看護師及び医療技
術職員の確保に努めるとともに、教育研修体制
の充実を図り、臨床研修医及び後期研修医（専
門分野の研修を行う医師をいう。）の受け入れ
に努める。
　医師及び看護師等の人材確保については、奨
学金制度の活用や大学等関係機関との連携強化
を図る。またワークライフバランスの充実を実
現し、良質な医療人材が集まる病院となること
を目標とする。短時間正規職員等、多様な価値
観や家庭環境に柔軟に対応できる勤務形態を整
備し、職員満足度の更なる向上を目指す。その
うえで教育実習等の受け入れや関係教育機関と
の連携強化を図れるように努める。

小
Ａ

小
Ａ

細目、細々目を総合評価

　医師及び看護師等の人材確保については、
大学等関係機関との連携強化を図ること。
　また、働きやすく休みやすいワークライフ
バランスの充実を実現し、優秀な医療人材が
集まる病院となることを目標とする。短時間
正職員等、多様な価値観や家庭環境に柔軟に
対応できる勤務形態を整備し、職員満足度の
更なる向上を目指す。そのうえで教育実習等
の受け入れや関係教育機関との連携強化を図
ること。これらについて、市としても最大限
の努力をする。

　ア　医師の人材確保
　　① 大学医局との更なる連携強化
　　　及び公募、山武市による医学生
　　　奨学金貸付、さんむ医療センター
　　　独自の奨学金制度等、幅広い手
　　　法により、医師の確保に努める。

　ア　医師の人材確保
　①　大学医局との更なる連携強化及び公
    募、山武市による医学生奨学金貸付及
    び医療センターが独自に制定した医学
　　生奨学金等幅広い手法により、医師の
　　確保に努める。

【実施】
ア
①　ホームページや求人サイト等で医師の公募を行っている。
また、将来的な医師確保対策として、医学生奨学金制度を設け
ている。

細Ａ

細々
Ａ

細Ａ

細々
Ａ

自己評価を承認する。

　　② 診療実績等を踏まえて医師の待
　　　遇改善を図る。

　②　診療実績等を踏まえて医師の待遇改
　　善を図る。

【実施】
②　診療実績を踏まえた手術手当、宿日直診療手当等の支給制
度を継続した。

細々
B

細々
B 自己評価を承認する。

　　③ 研究費活用制度の活用及び制度
　　　の見直等により、研修機会（研修日
　　　の取得、学会出席等の補助）の充実
　　　を図る。

　③　研究費活用制度の活用及び制度の見
　　直等により、研修機会（研修日の取
　　得、学会出席等の補助）の充実を図
　　る。

【実施】
③　卒後7年以内の医師については、参加学会の旅費を全額支給
する等、研修機会の充実を図った。

細々
B

細々
B 自己評価を承認する。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　　④ 地域医療の研修の場として積極
　　　的に大学等に働きかけを行い、臨
　　　床研修医の招へいに努め、キャリ
　　　アアップのための認定専門医取得
　　　等が可能となるよう研修環境を整
　　　える。

　④　地域医療の研修の場として積極的に
　　大学等に働きかけを行い、臨床研修医
　　の招へいに努め、キャリアアップのた
　　めの認定専門医取得等が可能となるよ
　　う研修環境を整える。

【実施】
④　後期研修医2名を常勤医として受け入れた。また、卒後臨床
研修における地域医療研修の場として、7名の初期研修医を受け
入れた。
　総合診療科専門医研修プログラムによる医師の募集を行って
いる。更に、研修プログラム管理委員会を継続し、研修環境の
充実を図った。

細々
Ａ

細々
Ａ

実績を評価する。

　⑤　千葉県医師不足病院医師派遣促進事
　　業を活用した医師確保に努める。

【実施】
⑤　制度を活用し、令和元年度は、内科医（総合診療科）3.3名
（常勤換算数）を確保した。

細々
Ａ

細々
Ａ 実績を評価する。

　イ　看護師及び医療技術職員の人材確
　　保
　教育実習等の受け入れや職場体験、山武市及び
さんむ医療センターによる看護学生及び理学療法
士・作業療法士等医療技術職員奨学金貸付、関係
教育機関等との連携を強化する等幅広い手法によ
り、看護師及び理学療法士・作業療法士等医療技
術職員の確保に努める。
　より働きやすく、また、働き甲斐のある
就労環境を整備する。柔軟で多様な勤務体制の整
備により、医療人材が集まる病院を目指す。
　「頑張る人が報われる」給与体系の確立
及び休暇の取りやすい職場環境の整備、職
場における技術やスキルの向上等、職員満
足度の向上に努め、看護師の離職率は10％
未満を目指す。

　イ　看護師及び医療技術職員の人材確
　　保
　今年度も、看護師奨学金制度による新人看護
師の入職が見込まれる。引き続き教育実習等の
受け入れや職場体験、山武市及び医療センター
による看護学生確保に努める。医療センターが
独自に平成26年3月に制定した理学療法士・作
業療法士等医療技術職員奨学金貸付制度を活用
し、人材確保に努める。また、関係教育機関等
との連携を強化する等幅広い手法により、看護
師及び理学療法士・作業療法士等医療技術職員
の確保を図る。また、産婦人科の分娩体制の維
持に併せて、助産師についても助産師奨学金制
度を活用し人材確保に努める。
　より働きやすく、働き甲斐のある就労環境を
整備する。柔軟で多様な勤務体制の整備によ
り、医療人材が集まる病院を目指す。
「頑張る人が報われる」給与体系の確立、及び
休暇の取りやすい職場環境の整備、職場におけ
る技術やスキルの向上等、職員満足度の向上に
努め、看護師離職率は10％未満を目指す。

【実施】
イ　教育実習等の受け入れや職場体験、潜在看護師の再就業支
援活動への参加等を行った。また、山武市及び医療センターが
制定した奨学金制度を活用し、医師・看護師・医療技術職員の
人員確保に努めるとともに、関係教育機関等との連携を強化し
た。より働きやすい病院を目指し、院内規程を周知し各制度の
利用を可能とした。
　人事評価制度により、「頑張る人が報われる」給与体系の確
立やスキルアップのため研修参加を計画的に進めた。e-ラーニ
ングを活用することで集合研修だけでなく個別学習が可能とな
り、更にステップ別研修を組み入れることにより自己の課題に
向けた学習が可能となった。
　また、看護実習生計159名、看護体験学習・インターンシップ
計33名を受け入れた。奨学金制度については、看護学生12名、
リハビリ学生1名への貸与を決定した。

看護師令和元年度入職者数20名
離職率8.4%
・離職率計算式（退職看護師数/（年度当初看護師数+年度末看
護師数）÷2）

細
B

細
B

自己評価を承認する。

　 　
    ＜医療職の人材確保＞

 
    ＜医療職の人材確保＞
　

 
　

 

 
＜医療職の人材確保＞
　

 
　

 

細々
Ｂ

細々
Ｂ

自己評価を承認する。
数値評価項目A2-8,9,10

　　（2） 医療職の専門性及び医療技術
　　　　の向上
　医師の専門医資格の取得も含めた教育研修体制
の充実や専門性及び医療技術の向上を図る。

　　(2)医療職の専門性及び医療技術の
　　　向上
　医師の専門医資格の取得も含めた教育研修体
制の充実や専門性及び医療技術の向上を図る。

　 小
B

小
B

細目、細々目を総合評価

　ア　診療部門、職種及び職層等に応じて
　　年度毎に研修計画を策定する。

　ア　診療部門、職種及び職層等に応じて
　　年度毎に研修計画を策定する。

【実施】
ア　全職員対象の研修の他、看護部や事務部、各種委員会等、
部門ごとに研修計画を策定し実施している。

細
B

細
B 自己評価を承認する。

　　(2) 医療職の専門性及び医療技術
　　　の向上
 　医師、看護師及び医療技術職員に対して、資
格の取得も含めた教育研修体制の充実を図るとと
もに各職務に関連する専門資格の取得など、自己
実現の場として、専門性及び医療技術の向上（ス
キルアップ）をサポートすること。
 　医療スタッフの職員満足度を向上させ、ス
タッフの確保及び定着を図るため、さらに働きや
すい環境づくりに努め、職員にとってより魅力あ
る病院を目指すこと。

区　　分
平成27年度末

人数

平成31年度人

数(目標数)

医師数 24人 28人

看護師数 134人 177人
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　イ　研修計画に基づき積極的に研修の
　　支援を行い専門的分野での資格取得を
　　促進する。看護師については、認定看
　　護師の資格取得を促進する。特に、認
　　知症ケアのため、認知症専門の認定看
　　護師を養成する。理学療法士・作業療
　　法士等医療技術職員については、認定
　　療法士等の資格の取得を推進する。

　イ　研修計画に基づき積極的に研修の支
　　援を行い専門的分野での資格取得を促
　　進する。看護師については、認定看護
　　師の資格取得を促進する。理学療法
　　士・作業療法士等医療技術職員につい
　　ては、認定療法士等の資格取得を推進
　　する。

【実施】
イ　専門分野での資格取得を促進するため、「自己啓発休業に
関する規程」を制定し、認定看護師及び助産師履修にかかる費
用等についての奨学金制度を設けている。この制度を利用し、
認定看護師教育機関に１名、助産師教育機関に１名が進学し
た。

細
A

細
A

自己評価を承認する。
数値評価項目A2-11

 ウ　職務上必要な自主研修に参加する
    職員に支援を行う規程の整備を図る。
　　※（認定看護師とは、社団法人日本看
　　　　護協会認定看護師認定審査に合格
　　　　し、特定の認定看護分野において
　　　　熟練した看護技術と知識を有する
　　　　ことが認められた者をいう。）

　ウ　職務上必要な自主研修に参加する
　　職員に支援を図る。

【実施】
ウ　研修参加者に対して職務免除を実施した。

細
B

細
B

自己評価を承認する。

　エ　研究会や、学会等において積極的に
　　発表出来るよう支援する。

　エ　研究会や、学会等において積極的に
　　発表できるよう支援する。

【実施】
エ　所属部署内での参加支援の実施
※医師については、国外学会での筆頭演者の場合、旅費の増額
支給制度や論文翻訳料の支給制度を設けている。

細
B

細
B 自己評価を承認する。

　
 ＜認定看護師数＞

　
   ＜認定看護師数＞ ＜認定看護師数＞

－ －

　　(3) 地域医療連携の推進
　ア　地域の中核的病院としての使命を果
　　たすため、地域医療機関との連携を密
　　にし、紹介患者を積極的に受け入れる
　　とともに、症状の安定した患者に対し
　　ては、地域の医療機関への紹介を進め
　　る。また、医療連携のためのＩＴの推
　　進について、施設整備に伴って行うこ
　　とを検討する。

　＜紹介率・逆紹介率＞

　　(3)地域医療連携の推進
　ア　地域の中核的病院としての使命を
　　果たすため、地域医療機関との連携
　　を密にし、紹介患者を積極的に受け
　　入れるとともに、症状の安定した患
　　者に対しては、地域の医療機関へ
　　の紹介を進める。
　　　また、医療連携のためのITの推進
　　について、施設整備に伴って行うこと
　　を検討する。

　＜紹介率・逆紹介率＞

【実施】
ア　地域の中核的病院として、地域の医療機関との連携を密に
し、紹介患者の受け入れや症状の安定した患者は地域の医療機
関への紹介を積極的に行った。また、他の医療機関受診時の予
約や情報提供を行った。逆紹介について年度計画の目標数値を
達成した。
　平成28年4月より地域がん診療病院の指定を受け、グループ指
定先病院と連携体制を構築するとともに、地域のがん医療の向
上に努めた。

　＜紹介率・逆紹介率＞

小B

細
B

小B

細
B

細目を総合評価

自己評価を承認する。
数値評価項目A1-4,5

　イ　在宅医療に対しては、地域の医療機
　　関等との連携・情報交換等による在宅
　　医療ネットワークの構築に努め往診や
　　訪問看護による在宅療養者のサービス
　　向上につなげる。地域包括ケアの中心
　　的役割を果たすため、患者の生活環
　　境・家庭環境にも配慮したきめ細やか
　　な、医療・保健・介護の三位一体で切
　　れ目のないサービス提供を行う。

　イ　在宅医療に対しては、地域の医療機
　　関等との連携・情報交換等による在宅
　　医療ネットワークの構築に努め往診や
　　訪問看護による在宅療養者のサービス
　　向上につなげる。地域包括ケアの中心
　　的役割を果たすため、患者の生活環
　　境・家庭環境にも配慮したきめ細やか
　　な、医療・保健・介護の三位一体で切
　　れ目のないサービス提供を行う。

【実施】
イ　在宅医療に対しては、地域の医療機関、調剤薬局と連携
し、在宅療養が可能となるようにコーディネ－トを行ってい
る。在宅医療の向上のため、地域の医療機関との連携を積極的
に行った。

細
B

細
B

自己評価を承認する。
新型コロナウイルス感染症拡大により、
在宅医療ニーズが高まるものと思われ
る。

　　(3) 地域医療連携の推進
　地域の中核的病院として、他の医療機関と
の機能分担と連携を強化するとともに、山武
郡市医師会及び山武郡市歯科医師会からの紹
介患者の受入と両医師会との医療情報の共有
化を図ること。また、医療連携のためのＩＴ
の活用を推進すること。
　更に、山武市地域医療介護連携推進協議会
を通して地域の医療機関・介護保健施設等と
連携して、訪問診療や訪問看護による在宅療
養者及び家族を総合的に支援する体制を構築
すること。医療・保健・介護を健診から在宅
まで三位一体で切れ目なく提供すること。

区分 平成27年度
平成31年度

（目標数）

紹介率 33.90% 35%

逆紹介率 19.10% 20%

区　　　分
平成27年度末

人数

平成31年度人

数(目標数)

認定看護師 5人 7人

区分
令和元年度
（目標）

令和元年度
（実績）

紹介率 35.0% 34.2%

逆紹介率 20.2% 21.7%
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

【実施】
　医療の標準化を図り、より効果的な医療の実践を行うため、
クリニカルパス委員会において妥当性を検討しクリニカルパス
の作成を行い、これを用いた医療の実践を行っている。また、
バリアンスの分析を行い改善に取り組んでいる。カルテの電子
化に伴い、クリニカルパスの電子化についても継続的に検討し
た。（令和元年度のクリニカルパス実施件数943件）

小
B

小
B

自己評価を承認する。

【実施】
　医療情報システムの更新
　該当なし

　　(5)骨粗鬆症リエゾンサービス委員会の活
動
　骨粗鬆症治療の重要性と治療継続の難しさ
を、啓発活動を地道に行うことで市民の皆さん
に認知してもらうことを主題とし、近隣自治
体、現在拡大中の連携医院とは相互に協力し合
い、近隣地域社会ネットワークの構築へと取り
組む。さらに、既存では対応が難しかった骨粗
鬆症未治療患者への介入、そして青壮年期への
予防的な啓蒙を行う。

【実施】
　連携医院との専門外来は従来どおり継続し、地域住民の治療
継続率を向上することができた。入院患者に対しては指導用パ
ンフレットを配布し個々への対応を強化することで2次骨折予防
への取り組みを開始することができた。
　山武市との自治体連携については、山武市長寿ゼミナール講
演を各地区で計５回行うことにより、広範な地区に啓蒙活動を
行うことができた。
また、同市内で保健推進員中央研修会に講師として参加したこ
とで地域住民へ骨粗鬆症に関する情報を伝達した。
　東金市においては、健康教室へ講師派遣を継続した。
地元出身のアーティストとの共同活動として、従来の啓蒙パン
フレットを一新し、インターネット環境を利用した動画による
啓蒙活動に着手することができた。

小
B

小
Ａ

実績を評価しＡ評価とする。
高齢者の多い地域性の中、骨粗鬆症に
対して地域と連携して取り組んでいる。

３　患者サービスの一層の向上
　業務改善、人材育成、職員教育等により患
者サービスの一層の向上を行うこと。経営努
力によって医療者を集め、患者サービスを考
えた医療提供を行うことで患者満足度の向上
を図る。地域住民により信頼され必要とされ
る病院となるため、患者・住民の意見を取り
入れる仕組みづくりを積極的に行うこと。

３　患者サービスの一層の向上
　地域住民により信頼され必要とされる病院とな
るため、患者・住民の意見を取り入れる仕組みづ
くりに努める。経営努力によって医療者を集める
とともに、医師が治療に専念するための医師事務
作業補助者、看護師の負担軽減のための看護補助
者、地域医療連携のより一層の推進のための医療
ソーシャルワーカー等職員の確保に努め、患者
サービスのさらなる向上を図る。

３　患者サービスの一層の向上
　地域住民により信頼され必要とされる病院と
なるため、患者・住民の意見を取り入れる仕組
みづくりに努める。経営努力によって医療者を
集めるとともに、医師が治療に専念するための
医師事務作業補助者、看護師の負担軽減のため
の看護補助者の確保に努める。また地域医療連
携のより一層の推進のための医療ソーシャル
ワーカー等職員の雇用拡大を図り、患者満足度
の向上を図る。

　

中
B

中
B

小項目を総合評価する。

　　(1) 患者にとって良い医療の提供
　DPCデータの活用及びクリニカルパス利用等に
よる医療の効率性とともに、患者のQOL（生活の
質）をより良くするため、医療の質の向上を図
る。患者の生活環境・家庭環境にも配慮したうえ
で、治療方針を決める。

　　(1)患者にとって良い医療の提供
　DPCデータの活用及びクリニカルパス利用等
による医療の効率化とともに、患者のQOL（生
活の質）をより良くするため、医療の質の向上
を図る。
患者の生活環境・家庭環境にも配慮したうえ
で、治療方針を決める。

【実施】
　DPCデータを活用し、経営に必要な情報分析を行った。
　また、クリニカルパスを利用し、医療の効率性及び安全性の
向上を図った。 小

B
小
B

細目、細々目を総合評価

　　(1) 診療待ち時間の改善等
　患者サービスの一層の向上を図るため、外
来診療、検査等の待ち時間の短縮に努めるこ
と。

　　(2) 診療待ち時間の改善等
　外来診療、検査等の待ち時間の短縮を進めるた
め、患者動態等の実態調査を実施し、以下のよう
な改善策を実施する。

　　(2)診療待ち時間の改善等
　外来診療、検査等の待ち時間の短縮を進める
ため、患者動態等の実態調査を実施し、以下の
ような改善策を実施する。

　待ち時間調査を実施し分析を行った。

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　ア　外来診療機能の見直しを行い、近隣
　　の医療機関との連携を図る。

　ア　外来診療機能の見直しを行い、近隣
　　の医療機関との連携を図る。

【実施】
ア　紹介、逆紹介等を行い、近隣の医療機関との連携を図っ
た。

細
B

細
B

自己評価を承認する。

　　(4)クリニカルパスの向上
　標準的かつ効率的な医療を提供することで患
者負担を軽減し、治療期間の短縮にも寄与でき
るよう、クリニカルパス（疾患別に退院までの
治療内容を標準化した計画表をいう。）の作成
及び適用を進め、質の高い医療を提供する。ま
た、医療機関の連携、ネットワーク化を支える
地域医療連携パスの普及を進める。他医療機関
との多元的な医療連携を通じて地域医療の活性
化に取り組む。

　　(4) クリニカルパスの向上
　標準的かつ効率的な医療を提供することで患者
負担を軽減し、治療期間の短縮にも寄与できるよ
う、クリニカルパス（疾患別に退院までの治療内
容を標準化した計画表をいう。）の作成及び適用
を進め、質の高い医療を提供する。また、医療機
関の連携、ネットワーク化を支える地域医療連携
パスの普及を進める。他医療機関との多元的な医
療連携を通じて地域医療の活性化に取り組む。

　　(4) クリニカルパスの向上
　標準的かつ効率的な医療を提供することで
患者負担を軽減し、治療期間の短縮にも寄与
できるよう、クリニカルパス（疾患別に退院
までの治療内容を標準化した計画表をい
う。）の作成及び適用を進め、質の高い医療
を提供すること。また、医療機関の連携、
ネットワーク化を支える地域医療連携パスの
普及を進めること。他医療機関との多元的な
医療連携を通じて地域医療の活性化に取り組
むこと。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　イ　患者動線の無駄を省き、検査と診察
　　の順序を入れ替える等、患者の立場に
　　立った柔軟な対応を行う。

　イ　患者動線の無駄を省き、検査と診察
　　の順序を入れ替える等、患者の立場
　　に立った柔軟な対応を行う。

【実施】
イ　患者の導線の無駄を省き、検査と診察の順序を入れ替える
等、患者の立場に立った柔軟な対応を行った。
　外来窓口においてトリアージを行い、重症患者から診察でき
るようにするとともに、診察の順番の変更があることを表示し
た。

細
B

細
B

自己評価を承認する。

　ウ　インフォメーションの活用等、予約
　　制度の運用方法を見直す。

　ウ　インフォメーションの活用等、予約
　　制度の運用方法を見直す。

【実施】
ウ　各診療科外来で１時間ごとの予約患者数を表示し、具体的
な待ち時間を伝えられるように改善した。
　外来窓口の診察進捗状況等の表示を見やすく改善した。

細
B

細
B

自己評価を承認する。

　エ　検査機器の効率的な稼働を行う。 　エ　検査機器の効率的な稼働を行う。 【実施】
エ　各種検査（CT・MRI検査）を早朝や時間外も行い、稼働率の
向上と待ち時間の短縮を図った。

細
B

細
B

自己評価を承認する。

　オ　その他職員のアイデアを活かすこと
　　により待ち時間の短縮に努める。

　オ　混雑時の職員配置の見直しを行う。
　カ　外来待合板を通じて情報の提供を行
　　うなど、待ち時間を有効に過ごせる
　　ように取り組む。
　キ　その他職員のアイデアを活かすこと
　　により待ち時間の短縮に努める。

【実施】
オ　外来待合で医療情報をモニター画面で映している。
　総合案内に外来業務を把握している職員を配置し、患者の目
的や要望に合わせた的確な案内を行った。

細
B

細
B

自己評価を承認する。

　　(2) 院内環境及び患者・来院者等
　　　の快適性の向上
　患者や来院者に快適な環境を提供するた
め、施設の改修及び補修をきめ細かく実施す
るとともに患者のプライバシーに配慮した院
内環境の整備に努めること。

　　(3) 院内環境及び患者・来院者等の
　　　快適性の向上
　患者及び来院者等に、より快適な環境を提供す
るため、院内清掃を徹底するとともに、院内巡回
を定期的に実施して、病室、待合室、トイレ及び
浴室等の改修や補修を計画的に実施する。
　さらに、患者のプライバシーに配慮した院内環
境の整備に努める。

　　(3)院内環境及び患者・来院者等の
　　 快適性の向上
　患者及び来院者等により快適な環境を提供す
るため、院内清掃を徹底する。特に窓ガラスの
清掃等の回数を増加する。院内巡回を定期的に
実施して、病室、待合室、トイレ及び浴室等の
改修や補修を計画的に実施する。引き続き環境
整備に努める。

【実施】
・院内巡回を定期的に実施している。
・平成29年4月から敷地内完全禁煙を実施し、外来患者や面会者
等の受動喫煙防止に配慮し、院内環境改善に努めている。

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　（3） 患者・来院者の利便性向上
　病院内の案内等を充実するなど患者・来院
者の移動しやすさに配慮し、利便性の向上に
取り組むこと。

　　(4) 患者・来院者の利便性向上
　玄関や受付での案内業務の充実や、病院内の案
内表示板の増設、駐車場の整備等、患者の利便性
の向上に取り組む。病院に至る道順や交通機関の
利用方法等病院に至る経路に関してもわかりやす
い案内を行う。

　　(4)患者・来院者の利便性向上
　玄関や受付での案内業務の充実や、病院内の
案内表示板の増設、駐車場の整備等、患者の利
便性の向上に取り組む。病院に至る道順や交通
機関の利用方法等病院に至る経路に関してもわ
かりやすい案内に努める。
また、出入口への車いすの配置等、総合案内や
各受付職員を中心に高齢者や障害者が安心して
医療を受けられる環境を常に意識する。

【実施】
　総合案内係で診療情報を共有化し、患者に対応してい
る。
　再来受付機の後ろにボードを設置し、当日の休診や変更医師
を表示し、休診情報をわかりやすいように掲示した。
　院内案内看板、案内図をイラストにて作成し、掲示・配布を
している。
　病棟移転に伴い院内案内看板や案内図を修正し、掲示・配布
した。
クレジットカードによる医療費の支払を実施している。

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　　(5) 職員の接遇向上
　職員一人ひとりが患者の立場に立って判断し、
行動できるよう、接遇に対する研修を行う。研修
内容を接遇に活かし、患者満足度向上という成果
に結びついているか確認を行う。

　ア　接遇に関して現状調査等を実施す
　　る。

　　(5)職員の接遇向上
　職員一人ひとりが患者の立場に立って判断
し、行動できるよう、接遇に対する研修を行
う。研修内容を接遇に活かし、患者満足度向上
という成果に結びついているか確認を行う。

　ア　接遇に関して現状調査等を実施す
　　る。

【実施】
ア　病院職員としての接遇の基本姿勢とノウハウを身につけ、
患者や家族に対するマナー・サービスの質の向上を図るため、
接遇研修の実施や委託業者も含めた全職員に配布した接遇マ
ニュアルにより、接遇向上に努めている。
　平成31年4月に「新人オリエンテーション」を開催した。

小
B

細
B

小
B

細
B

細目を総合評価

自己評価を承認する。

　イ　患者の立場に立った接遇を行う。
　　　また、患者満足度についてアンケー
　　トを実施し、ホームページで公開す
　　る。

　イ　患者の立場に立った接遇を行う。
　　　また、患者満足度についてアンケー
　　トを実施し、ホームページで公開す
　　る。

【実施】
イ　患者の高齢化に対して考え行動をした。また、患者満足度
調査を実施し、ホームページで公開した。

細
B

細
B

自己評価を承認する。

４　安心で信頼できる良質な医療の提供 ４　安心で信頼できる良質な医療の提供 ４　安心で信頼できる良質な医療の提供

　
中
B

中
B

小項目を総合評価する。

　（4） 職員の接遇向上
　職員一人ひとりが接遇の重要性を認識し
て、接遇の向上に努めること。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　（1） 安全対策の徹底 　　(1) 安全対策の徹底 　　（1） 安全対策の徹底

　

小Ａ 小Ａ 細目を総合評価

　患者及び住民に信頼される良質な医療を提
供するため、医療事故防止対策・院内感染防
止対策を立案し、各部署に指導を徹底すると
ともに、医療事故等に関する情報の収集分析
に努め、医療事故の発生及び再発防止を図る
こと。

　ア　情報共有とチーム医療の推進を行い
　　医師をはじめとする医療スタッフがコ
　　ミュニケーションを密にする。医療ス
　　タッフが一丸となり、互いに連携し補
　　完しあうことで、医療安全を推進し、
　　医療事故（ヒヤリハットを含む）を防
　　ぐ。

　ア　情報共有とチーム医療の推進を行
　　い、医師をはじめとする多職種の医療
　　スタッフがコミュニケーションを密に
　　する。医療スタッフが一丸となり、互
　　いに連携し補完しあうことで、医療安
　　全を推進し、医療事故（ヒヤリハット
　　を含む）を防ぐ。

【実施】
ア　チーム医療を推進する上で、インシデント・アクシデント
報告が医療事故防止や再発防止に役立つ情報であるという認識
が全職員でさらに深まり、報告された事象は、当該部署だけで
なく他部署とも連携・共有することで、医療の質向上に必要な
組織的な医療安全体制の構築に効果を上げている。また、イン
シデント・アクシデント報告で院内だけでは対応できない事象
や苦情については、顧問弁護士に速やかに相談し、専門的な立
場からの助言や回答を受けた。
　医療安全確認習慣標語を毎月持ち回りで全部署が担当し、掲
示・共有した。特にフルネーム確認及びリストバンドによる確
認を徹底するポスターを掲示し、患者誤認防止に努めた。
　医療安全管理者研修を令和元年度は薬剤師2名が研修を修了
し、安全体制の強化ができた。
　令和元年度は、医療安全対策地域連携加算1の算定により、病
院間における「医療安全相互チェック」を実施し、輸血製剤の
払い出しの手順の見直し、ハイリスク薬剤の表示、病室の窓に
鍵の設置等の改善ができた。

細
B

細
Ａ

実績を評価しＡ評価とする。

　イ　患者及び地域住民に信頼される良質
　　な医療の提供に努め、院内感染防止対
　　策、医療事故防止対策を始めとして
　　様々な医療安全に対する委員会を設置
　　して検証し、原因究明を行う。また、
　　医療スタッフ間で情報共有を行い、原
　　因究明から改善を繰り返すことで、医
　　療事故（ヒヤリハットを含む）を発生
　　させない仕組みを作る。

　イ　患者及び地域住民に信頼される良質
　　な医療の提供に努め、院内感染防止対
　　策、医療事故防止対策を始めとして
　　様々な医療安全に対する委員会を設置
　　して検証し、原因究明を行う。また、
　　医療スタッフ間で情報共有を行い、原
　　因究明から改善を繰り返すことで、医
　　療事故（ヒヤリハットを含む）を発生
　　させない仕組みを作る。

【実施】
イ　医療安全管理委員会を月1回開催し、事例の分析や対策の検
討、職員の安全教育の計画運営を実践した。また、週1回、医療
安全対策に係る取り組みの評価等のカンファレンスを実施し患
者の安全と職員の安全確保を図った。
　医療安全研修会は、11月に「患者・家族とのコミュニケー
ション」、12月に「医療安全と職場環境」について研修を実
施、1月と2月に「5S（整理、整頓、清掃、清潔、躾）発表会」
を開催し、職場環境改善による安全対策に効果を上げた。その
他、新入職者を含む看護職員等を対象に安全に関する研修を20
回実施した。
　院内感染防止対策の強化を図るため、連携する病院と年4回の
カンファレンスを行い、情報交換等に努めた。また、院内全体
研修会は、第1回：10月「インフルエンザ」、第2回：12月「感
染対策研修」を実施した。
　令和2年2月下旬から行政の要請を受け、新型コロナウィルス
の「帰国者・接触者外来」設置の検討を開始。3月から発熱・呼
吸器症状のある患者を分けて診察する「発熱・呼吸器外来」を
専用テント（4月からはコンテナ）及び一部救急処置室を使用し
一般患者との動線を分離し診察を行った。また、地域の発生状
況から7病棟にて入院受け入れの準備を行った。

細
Ａ

細
Ａ

自己評価を承認する。

　ウ　医薬品の安全管理の徹底のため、
　　手順書の確認や職員研修を実施して
　　管理の徹底を図る。

　ウ　医薬品の安全管理の徹底のため、手
　　順書の確認や職員研修を実施して管理
　　の徹底を図る。

【実施】
ウ　医薬品の安全使用のための手順書を見直し、職員研修を実
施した。

細
Ａ

細
Ａ

自己評価を承認する。

　エ　薬剤師による患者の服薬管理指導を
　　積極的に実施し、投薬による事故を未
　　然に防ぐ。また患者が理解し、納得で
　　きる説明を行う。

　エ　薬剤師による患者の服薬管理指導
　　を積極的に実施し、投薬による事故を
　　未然に防ぐ。患者が理解し、納得でき
　　る説明を行う。

【実施】
エ　一般病棟に薬剤師が常駐し、持参薬確認や相談応需、患者
への服薬指導をタイムリーに行った。また配薬カートのチェッ
クは全病棟で実施し、発生したインシデントについては再発防
止に努めた。

細
B

細
B

自己評価を承認する。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　　(2) 信頼される医療の実施
　医療の中心は患者であるという認識のも
と、患者や地域住民と病院との信頼関係を築
き上げ、真に地域に密着した病院となるこ
と。患者の権利を尊重し、インフォームドコ
ンセント（患者やその家族が、自ら受ける治
療の内容に納得し、自分に合った治療法を選
択できるような十分な説明を受けた上での同
意をいう。）を徹底すること。
　カルテ・レセプト、DPCデータ等医療情報
の適切な情報開示を進め、患者・地域住民と
の関係をより強固なものにすること。
　また、周産期医療、セカンドオピニオン
（患者やその家族が、治療法等の判断に当
たって、主治医とは別の医師の意見を聴くこ
と。また、その意見をいうこと。）外来及び
緩和ケア、回復期リハビリテーションをより
充実し、患者が地域で安心して治療を受けら
れる環境を整備すること。

　　(2) 信頼される医療の実施
　医療の中心は患者であるという基本認識のも
と、患者やその家族から信頼され、納得に基づく
診療を行う。
　さらに、検査及び治療の選択については、患者
の意思を尊重したインフォームドコンセント（患
者やその家族が、自ら受ける治療の内容に納得
し、自分に合った治療法を選択できるような十分
な説明を受けた上での同意をいう）を徹底する。
　また、周産期医療、セカンドオピニオン（患者
やその家族が、治療法等の判断に当たって、主治
医とは別の医師の意見を聴くこと。また、その意
見をいうこと。）外来及び緩和ケア、回復期リハ
ビリテーションをより充実し、患者が地域で安心
して治療を受けられる環境を整備する。

　　(2)信頼される医療の実施
　医療の中心は患者であるという基本認識のも
と、患者やその家族から信頼され、納得に基づ
く診療を行う。
　さらに、検査及び治療の選択については、患
者の意思を尊重したインフォームドコンセント
（患者やその家族が、自ら受ける治療の内容に
納得し、自分に合った治療法を選択できるよう
な十分な説明を受けた上での同意をいう。）を
徹底する。
　また、外来、産婦人科病棟、緩和ケア病棟、
地域包括ケア病棟及び回復期リハビリテーショ
ン病棟をより充実し、患者が地域で安心して治
療を受けられる環境の整備に努める。また、セ
カンドオピニオン（患者やその家族が、治療法
等の判断に当たって、主治医とは別の医師の意
見を聴くこと。また、その意見をいうこと。）
について周知を図る。

【実施】
　インフォームド・コンセントの徹底については、患者と家族
から、信頼され納得に基づいた医療を行うために、患者や家族
が理解しやすいように絵や図などを用いて丁寧に説明するよう
に努めた。また、手術や処置などで、治療成績だけでなく、頻
度は少ないが起こりうる可能性のある合併症の説明も行い、治
療法や処置における患者の自己決定権を尊重し、書面での承諾
書の作成を徹底している。
　入院予約の患者に対し、事務部、看護部による入院前説明、
緊急入院の患者に対し、看護部による入院説明を行い、書類や
入院生活について説明することで安心して医療を受けられるよ
うに努めた。
　患者サポート体制の充実を図るため、相談支援窓口（地域医
療連携室内）に患者サポートナースを配置し、患者等からの疾
病に関する医学的な質問並びに入院上の不安等に関する相談に
対応している。（令和元年度患者サポート相談窓口対応件数183
件）
　他医療機関へ紹介の際は、診療予約、受診案内の問い合わ
せ、情報提供を迅速に行い、患者が他医療機関へスムーズに受
診できるよう努めた。

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　　(3) 法令の遵守
　患者が安心して医療を受けられるよう、医
療法（昭和23年法律第205号）をはじめとす
る関係法令を遵守するとともに、行動規範と
倫理を確立すること。
　また、個人情報の取り扱いについては、法
令を遵守し適切に行うこと。

　　(3) 法令等の遵守
　患者が安心して医療を受けられるよう、医療法
（昭和23年法律第205号）をはじめとする関係法
令を遵守するとともに、行動規範と倫理を確立す
る。法令を遵守するため、委員会や研修等を通
じ、職員に周知徹底し、実行させる。

　　(3)法令等の遵守
　患者が安心して医療を受けられるよう、医療
法（昭和23年法律第205号）をはじめとする関
係法令を遵守するとともに、行動規範と倫理を
確立する。法令を遵守するため、委員会や研修
等を通じ、職員に周知徹底し、実行させる。

【実施】
　院内委員会や研修等において、職員に周知・徹底を図ってい
る。また、諸規程を各部署で職員が閲覧できる体制を整え、周
知を図っている。

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　　(4) 適正な情報管理と情報公開
　個人情報保護及び情報公開に関しては、法令に
基づき適切に対応する。
　また、医療センターの業務運営に係る内容につ
いては、法令に基づき適切に公表を行うととも
に、地域医療連携についてホームページ等を通じ
て情報発信を行い、経営の透明性を確保する。

　　(4)適正な情報管理と情報公開
　個人情報保護及び情報公開に関しては、法令
に基づき適切に対応する。また、医療センター
の業務運営に係る内容については、法令に基づ
き適切に公表を行うとともに、地域医療連携に
ついてホームページ等を通じて情報発信を行
い、経営の透明性を確保する。

【実施】
　令和元年度のカルテ開示件数は16件、情報公開は1件であっ
た。患者及びその家族からのカルテ開示請求に対しては、山武
市個人情報保護条例及び山武市情報公開条例に基づき適切に対
応し、山武市に開示内容を報告した。 小

B
小
B

自己評価を承認する。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

５　市の医療施策推進における役割 ５　市の医療施策推進における役割 ５　市の医療施策推進における役割
中B 中Ｂ 小項目を総合評価する。

　　(1) 市の保健・介護行政との連携
　ア　予防接種や乳幼児健診を積極的に行
　　う。

　　(1)市の保健・介護行政との連携
　ア　予防接種や乳幼児健診及び産後ケア
　　事業を積極的に行う。

【実施】
ア　県内・外の市町村のがん検診、妊婦乳児一般健康診査、乳
幼児精密健康診査、児童結核検診等の事業を委託契約し実施し
た。また、山武市の乳児健診については、月1回施設の一部を提
供し小児科外来と連携して行った。(令和元年度実績178件）
　千葉県内定期予防接種相互乗り入れに加入し、市町村の定期
予防接種の業務委託契約を行い実施した。(令和元年度実績
3,837件）
　高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種を内科外来と連携して行っ
た。(令和元年度実績58件）
　産後ケア事業の実施。（令和元年度実績3件）

小B

細
Ａ

小Ａ

細
Ａ

細目を総合評価

自己評価を承認する。

　イ　居宅介護事業の充実を図る。 　イ　居宅介護事業の充実を図る。 【実施】
イ　ケアマネ－ジャ－を1名配置し、ケアプラン作成を行うとと
もに、介護保険制度の案内・相談を行った。

細
B

細
B

自己評価を承認する。

　ウ　その他、市の保健・介護行政との一
　　層の連携方策について、具体的方策を
　　検討する。

　ウ　その他、市の保健・介護行政との一
　　層の連携方策について、具体的方策を
　　検討する。

【実施】
ウ　市の保健・介護行政推進における病院の役割を明確にし、
各市町部門担当者との意見交換会を行う等の連携を図った。
　また、平成30年10月には山武市と提携し、産後ケア事業を開
始し、令和元年10月1日から母乳外来を開設した。また、令和元
年10月1日から東金市とも産後ケア事業を契約し、産後のケアに
貢献できるよう努めた。

細
Ａ

細
Ａ

自己評価を承認する。

　　(2) 災害時における医療協力と役割
　平時から市との連携を図り情報の共有化に
努めるとともに、市が行う災害訓練等に積極
的に参加し、災害対応マニュアルを作成する
など、災害医療の拠点となるように体制を備
えること。
　また、災害発生時においては、医療提供機
能の提供継続ためのBCP（事業継続計画）及
び災害対策マニュアルの対策をもって地震・
津波・台風その他非常時に対応し、患者を受
け入れる医療救護活動の中心的役割を担うこ
と。

　　(2) 災害時における医療協力と役割
　平時から市との連携を図り情報の共有化に努め
るとともに、市が行う災害訓練等に積極的に参加
し、災害対応マニュアルを作成するなど、災害医
療の拠点となるように体制を備える。
　また、災害発生時においては、医療提供機能の
継続のためのBCP（事業継続計画）及び災害対策
マニュアルをもって地震・津波・台風その他非常
時に対応し、患者を受け入れる医療救護活動の中
心的役割を担う。災害発生時においては、災害医
療の拠点として市の要請に基づき医療活動を行う
とともに、市が指揮する災害対策に協力する。

　　(2)災害時における医療協力と役割
　平時から市との連携を図り情報の共有化に努
めるとともに、市が行う災害訓練等に積極的に
参加し、災害対応マニュアルを作成するなど、
災害医療の拠点となるように体制を備える。
　平成26年9月に市と締結した「災害時の医療
救護活動についての覚書」により、市からの要
請に基づき医療救護活動を提供するとともに、
災害医療の拠点となり、BCPに基づき医療の提
供に努め、
　また、これらを実施するため災害医療を提供
するための医療者を養成する。

【実施】
　災害時に設置される医療救護所での傷病者に対する応急処置
や医療活動の体制について、山武市と協定を締結している。
・千葉県地域DMAT隊1隊を編成し、災害対応力の強化を図った。

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　　(3) 住民への保健医療情報の提供
　　及び発信
　医療に関する専門分野の知識を活用し、住
民対象の公開講座の開催やホームページや広
報紙等での医療情報の提供など、保健医療及
び健康に関する情報の発信及び普及啓発を推
進すること。

　　(3) 住民への保健医療情報の提供
　　　及び発信
　各診療科の診療案内、病院の医療に関する取り
組み情報等を病院ホームページ及び広報紙等に掲
載することや、医療に関する専門知識を活用した
住民対象の公開講座の開催をする等、医療情報の
発信及び普及啓発に取り組む。疾病について住民
の理解を深め、予防活動にも取り組む。

　　(3)住民への保健医療情報の提供
　　　及び発信
　各診療科の診療案内、病院の医療に関する取
り組み情報等を病院ホームページ及び広報紙等
に掲載することや、医療に関する専門知識を活
用した住民対象の公開講座の開催をする等、医
療情報の発信及び普及啓発に取り組む。疾病に
ついて住民の理解を深め、予防活動にも取り組
む。

【実施】
　病院ホームページをリニューアルし、レスポンシブ・ウェブ
デザインによりスマートフォンやタブレットからの閲覧、翻訳
機能で外国語表示及び常時ＳＳＬによる暗号化対策などを行
い、より多くの方に見やすく安全に情報発信を行った。情報発
信を行った。また、院内広報誌を毎月発行し、院内外の各種イ
ベントや外来診療表、お知らせ（医師休診等）等を掲載し、院
内各フロアや近隣市町の窓口に設置するとともに病院ホーム
ページにも掲載している。
　市民を対象とする公開講座等の開催及び講師派遣を行った。
　病院情報の公表として、令和元年9月30日付けで、DPCデータ
に基づく平成30年度の病院指標を病院ホームページに掲載し
た。

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　　(1) 市の保健・介護行政との連携
　住民の健康増進を図るため、市の機関と連
携・協力して各種健康診断を実施するなど、
疾病予防及び介護予防の推進を図ること。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　　(4) 住民との連携
　病院ボランティアの受け入れを積極的に行
い、地域に開かれた病院として、地域住民と
医療センターの連携を深めること。

　　(4) 住民との連携
　地域住民の病院ボランティアへの積極的な開放
に努めるとともに、医療センターと地域住民が、
地域医療に関する問題意識を共有し、お互いに支
え合う関係を構築する。

　　(4)住民との連携
　地域住民の病院ボランティアへの積極的な開
放に努めるとともに、医療センターと地域住民
が、地域医療に関する問題意識を共有し、お互
いに支え合う関係を構築する。

【実施】
　地域住民の病院ボランティアへの積極的な開放に努め、院内
の案内、車椅子介助、ミニコンサート、ピアノ演奏、アロマテ
ラピー、ピアサポート等の活動を行っていただいた。 小

B
小
B

自己評価を承認する。

第３　業務運営の改善及び効率化に関
　　する事項

第３　業務運営の改善及び効率化に関す
　　る事項

第３　業務運営の改善及び効率化に関す
　　る事項 大B 大B 中項目を総合評価

１　地方独立行政法人としての運営管
　理体制の強化
　地方独立行政法人として運営をより的確に
行えるよう、理事会及び事務局等の体制を強
化するとともに、中期目標、中期計画及び年
度計画に掲げる組織目標が着実に達成できる
運営管理体制を構築すること。
　病院内において指示・文書等の情報の流れ
を円滑・明確にし、組織全体として、情報の
共有を徹底するとともに、変化への対応能力
を高め、迅速に意思決定を行うこと。

１　地方独立行政法人としての運営管理
　体制の持続的な発展
　迅速かつ柔軟に医療センターの運営が行えるよ
う、理事会の運営や決定事項の院内周知のための
管理職で組織する会議等の体制を維持する。ま
た、病院運営に必要な情報・診療情報（診療報酬
等の検証や院内の電算システム構築等）を一元的
に把握・利用できるように努める。理事会議事録
は可及的速やかに院内に周知するとともに、ホー
ムページで公開する。

１　地方独立行政法人としての運営管理
　体制の持続的な発展
　迅速かつ柔軟に医療センターの運営が行える
よう、理事会の運営や決定事項の院内周知のた
めの管理職で組織する会議等の体制を維持す
る。また、病院運営に必要な情報・診療情報
（診療報酬等の検証や院内の電算システム構築
等）を一元的に把握・利用できるように努め
る。理事会議事録は可及的速やかに院内に周知
するとともに、ホームページで公開する。

【実施】
　法人運営の基盤となる「理事会」や管理職で構成し主要事項
の検討を行う「経営の質向上委員会」及び「病院の質向上委員
会」を定期的に開催し、年度計画等の達成に向けて取り組みを
行った。理事会議事録については、ホームページへの公開を実
施している。
〔令和元年度開催実績〕
・理事会　13回
・経営の質向上委員会　12回
・病院の質向上委員会　12回

中
B

中
B

自己評価を承認する。

２　効率的かつ効果的な業務運営 ２　効率的かつ効果的な業務運営 ２　効率的かつ効果的な業務運営

　
中B 中B 小項目を総合評価

　　(1) 適切かつ弾力的な人員配置
　医療需要の変化や病院経営を取り巻く状況
に迅速に対応するため、医師をはじめとする
職員の配置を適切に行うこと。

　　(1) 適切かつ弾力的な人員配置
　患者動向を注視し、外部環境の変化を捉えなが
ら、医師をはじめとする適切な職員配置により医
療を提供する。
　職員の働き方の要望に応じてきめ細かな雇用形
態を取り入れること等により、多様な専門職の活
用を図り、効果的な医療の提供に努める。
　さらに、経営情報を全職員が共有する等、経営
意識の向上に努め、事務の効率的・効果的な執行
に取り組む。

　　(1)適切かつ弾力的な人員配置
　患者動向を注視し、外部環境の変化を捉えな
がら、医師をはじめとする適切な職員配置によ
り医療を提供する。
　職員の働き方の要望に応じてきめ細かな雇用
形態を取り入れること等により、多様な専門職
の活用を図り、効果的な医療の提供に努める。
　さらに、経営情報を全職員が共有する等、経
営意識の向上に努め、事務の効率的・効果的な
執行に取り組む。

【実施】
　再雇用制度を活用し、看護師等の効率的な人員配置を図っ
た。
　※令和元年度再雇用制度該当者20名
　また、経営状況を職員が共有するため、毎月、診療実績・患
者数のデータ等を経営の質向上委員会資料と併せて配布し、職
員の経営意識の向上に努めている。

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　　(2) 職員の職務能力の向上

　ア　医療職の職務能力の高度化・専門
　　化を図るため、専門医・指導医、認
　　定看護師等の資格取得も含めた教育
　　研修システム（短期留学助成などを
　　含む）を整備すること。ひいては、
　　患者サービスの向上につながる研修
　　を進めること。

　　(2) 職員の職務能力の向上（人材育
　　　成
　　　とスキルアップ）
　ア　医療職の職務能力の高度化・専門化
　　を図るため、専門医・指導医、認定看
　　護師等の資格取得も含めた教育研修シ
　　ステム（短期留学助成などを含む）を
　　整備する。ひいては、患者サービスの
　　向上につながる研修を進める。

　　(2)職員の職務能力の向上（人材育
　　　成とスキルアップ）
　ア　医療職の職務能力の高度化・専門
　　化を図るため、専門医・指導医、認定
　　看護師や助産師等の資格取得も含めた
　　教育研修システム（短期留学助成など
　　を含む）を整備する。ひいては、患者
　　サービスの向上につながる研修を進め
　　る。

　

【実施】
ア　医療職の職務能力の向上については、第２の２の（２）を
参照

小B

細
B

小B

細
B

細目を総合評価

自己評価を承認する。

　イ　事務職については、経営企画部門
　　の水準向上を図り、病院経営全般に
　　つき理事長をサポートする体制とす
　　ること。総合的な視点を持ち組織横
　　断的役割を担う職員を育成するこ
　　と。

　イ　事務職の職務能力の向上について
　　は、経営企画部門の水準向上を図り、
　　病院経営全般についてより推進できる
　　体制とする。また、総合的な視点を持
　　ち組織横断的役割を担う職員の育成に
　　努める。

　イ　事務職の職務能力の向上について
　　は、経営企画部門の水準向上を図り、
　　病院経営全般についてより推進できる
　　体制とする。また、総合的な視点を持
　　ち組織横断的役割を担う職員の育成に
　　努める。各部門に精通した職員の確保
　　を図る。

【実施】
イ　事務職の職務能力向上については、外部研修会への参加に
より意識改革を図っている。

細
Ｃ

細
Ｃ

自己評価を承認する。

　ウ　看護師奨学金を利用して就職する看
　　護師が多数いるため、新人看護師とし
　　てスキルアップする教育環境を整備す
　　る。

【実施】
ウ　新人看護職員ワーキンググループを立ち上げ、新人教育プ
ログラムに沿った教育を実施した。また、研修用シュミレー
ターの活用により知識・技術の向上を図るとともに、インター
ネット配信による研修や講座の受講が可能となり、自己の課題
に向けた学習ができる環境を整備した。更に、事例報告会を行
い1年間の自己の看護観について振り返りを行った。

細
B

細
B

自己評価を承認する。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　　(3) 人事評価制度の適切な運用
　職員の努力が評価され業績や能力を的確に
反映した人事及び昇任管理を行うため、人事
評価制度を公正な立場からより一層適正に運
用を図ること。

　　(3) 人事評価制度の適切な運用
　職員の努力が評価され業績や能力を的確に反映
した人事及び昇任管理を行うため、人事評価制度
を公正な立場からより一層適正に運用を図る。

　　(3)人事評価制度の適切な運用
　職員の努力が評価され業績や能力を的確に反
映した人事及び昇任管理を行うため、人事評価
制度を公正な立場からより一層適正に運用を図
る。

【実施】
　平成24年度から本格導入した人事評価制度について、精度向
上と定着に努めている。 小

B
小
B

自己評価を承認する。

　　(4) 勤務成績を考慮した給与制度
　　　の適切な運用
　地方独立行政法人法（平成15年法律第118
号）第57条第１項の規定に基づき、職員の勤
務成績を考慮した給与制度について、より一
層適正な運用を図ること。

　(4) 勤務成績を考慮した給与制度の
　　適切な運用
　地方独立行政法人法（平成15年法律第
118号）第57条第１項の規定に基づき、
職員の勤務成績を考慮した給与制度に
ついて、より一層適正な運用を図る。

　　(4) 勤務成績を考慮した給与制度
　　　の適切な運用
　地方独立行政法人法（平成15年法律第118
号）第57条第１項の規定に基づき、職員の勤務
成績を考慮した給与制度について、より一層適
正な運用を図る。

【実施】
　平成30年度の人事評価結果を受け、令和元年度の定期昇給及
び賞与に反映した。

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　　(5) 職員の就労環境の整備
　ア　日常業務の過度の負担を解消するた
　　めに柔軟な勤務体制を採用することに
　　より、時間外勤務の縮減及び休暇取得
　　の促進等、職員にとって働きやすく、
　　また、働き甲斐のある就労環境を整備
　　する。

　　(5)職員の就労環境の整備
　ア　日常業務の過度の負担を解消する
　　ために柔軟な勤務体制を採用するこ
　　とにより、時間外勤務の縮減及び休
　　暇取得の促進等、職員にとって働き
　　すく、また、働き甲斐のある就労環
　　境を整備する。

【実施】
ア　時間外勤務実績の分析を行い、人員配置の見直しを図ると
ともに、週休日・休日の勤務については、原則、振替により休
暇を取得するよう推進した。

小B

細
B

小B

細
B

細目を総合評価

自己評価を承認する。

　イ　出産後の子育てに対する負担を軽減
　　するため、各種休暇制度の取得促進や
　　院内保育所の利用充実を図る。院内保
　　育所は24時間保育及び病児保育に取り
　　組み、職員とその子供が安心できる体
　　制を整備する。

　イ　出産後の子育てに対する負担を軽減
　　するため、各種休暇制度の取得促進や
　　院内保育所の利用充実を図る。院内保
　　育所は24時間保育及び病児保育に取り
　　組み、職員とその子供が安心できる体
　　制を整備する。

【実施】
イ　各種休暇制度取得の促進や院内での病後児保育の受入れ体
制を整え、実施した。
※育児休業取得者7名 細

B
細
B

自己評価を承認する。

　ウ　職員の不安、悩み等のほか、患者か
　　らの過度の苦情に対する相談体制を整
　　備する。相談内容によって、職員の処
　　遇が悪化しないよう、きめ細やかな対
　　応を行う。

　ウ　職員の不安、悩み等のほか、患者か
　　らの過度の苦情に対する相談体制を整
　　備する。相談内容によって職員の処遇
　　が悪化しないよう、きめ細やかな対応
　　を行う。また、職員のストレスチェッ
　　クを実施し、職員の心理的な負担の程
　　度を把握し、セルフケアや職場環境
　　の改善につなげ、メンタルヘルス不
　　調の未然防止のための取組を行う。

【実施】
ウ　職員の不安や悩みなどのほか、患者からの過度の苦情に対
する相談体制の整備について、担当者を配置し対応している。
　また、職員のストレスチェックを実施し、高ストレス者への
医師面接指導やカウンセリングを受ける機会を周知した。

細
B

細
B

自己評価を承認する。

　エ　職員が復職しやすい環境を整備す
　　る。ブランクのある職員については、
　　相談窓口を設け、研修やOJTを通じて復
　　職への不安を和らげる。

　エ　職員が復職しやすい環境を整備す
　　る。ブランクのある職員については、
　　相談窓口を設け、研修やOJTを通じて
　　復職への不安を和らげる。

【実施】
エ　労働安全衛生委員会において、院内職員の中から、産業医1
名及び衛生管理者1名を配置し、就労環境を改善した。
　また、外部団体主催の看護職合同就職説明会等に参加し、潜
在看護師の掘り起しを行うなど、再就業支援活動を行った。

細
B

細
B

自己評価を承認する。

　(6) 業務改善に取り組む組織の醸成
　より良い病院経営のため、職員の意欲を高
め、業務運営への積極的な参画を促すなど、
継続的な業務改善に取り組む組織風土を確立
すること。

　　(6) 業務改善に取り組む組織の醸成
　継続的な業務改善への取り組みや、積極的な業
務運営への参画を促すため、チーム医療をはじめ
とする組織間や異なる職種の職員間のコミュニ
ケーションの活性化、連携の円滑化、職員の意欲
の向上を図り、活気あふれた職場環境作りに取り
組む。職種ごと、部署ごとのみではなく、組織横
断的なコミュニケーションを推進して、医療現場
における患者対応の向上を図る。

　　(6)業務改善に取り組む組織の醸成
　継続的な業務改善への取り組みや、積極的な
業務運営への参画を促すため、チーム医療をは
じめとする組織間や異なる職種の職員間のコ
ミュニケーションの活性化、連携の円滑化、職
員の意欲の向上を図り、活気あふれた職場環境
作りに取り組む。職種ごと、部署ごとのみでは
なく、組織横断的なコミュニケーションを推進
して、医療現場における患者対応の向上を図
る。

【実施】
　各部署から管理職以上の職員がメンバーとなり、病院の質向
上委員会を組織し、毎月1回定期的に院内の業務改善等について
協議、検討を行っている。

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　　(5) 職員の就労環境の整備
　日常業務の見直しや、施設改善を推進し、
職員にとって働きやすい就労環境の整備に努
めること。職員の事情に応じ、その能力を十
分発揮できるような柔軟かつ多様な勤務形態
を取り入れるとともに、業務の見直しを図る
こと。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　　(7) 予算執行の弾力化等
　中期計画の枠において、予算科目や年度間
で予算を弾力的に運用できる会計制度を活用
し、効率的・効果的な事業運営に努めるこ
と。
　また、多様な契約手法を活用するなど、費
用面でのコスト削減を図ること。

　　(7) 予算執行の弾力化等
　中期目標及び中期計画の枠の中で、医療
ニーズに迅速に対応するため、人事・予算等を弾
力的に運用できる制度を活用した取組を
行う。

　　(7)予算執行の弾力化等
　年度計画の範囲内で、医療ニーズに迅速に対
応するため、人事・予算等を弾力的に運用でき
る制度を活用した取り組みを行う。

【実施】(平成22年度より継続)
　弾力的に執行できる会計制度を活用し、費用の削減のため、複数年
契約を積極的に導入するなどにより有利な契約内容となるよう取組を
図った。
【主な長期継続契約】
・病院構内常駐警備業務委託　平成31年4月1日～令和4年9月30日
・託児所業務委託　平成31年4月1日～令和3年3月31日
・清掃他業務委託　令和元年7月1日～令和4年6月30日
・特別管理産業廃棄物処理委託
　令和元年7月1日～令和4年6月30日
・一般廃棄物収集運搬処理業務委託
　令和元年7月1日～令和4年6月30日
・昇降機保守業務委託　　平成31年4月1日～令和4年3月31日
・全身用X線ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ断層撮影装置画像解析用ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ装置保守委
　託　平成29年4月1日～令和2年3月31日
・院内電話交換機設備賃貸借
　平成26年1月1日～平成31年12月31日
・夜間休日救急受付業務委託
　平成31年4月1日～令和4年9月30日
・医用画像情報システム(PACS)更新賃貸借
　平成30年1月1日～令和6年12月31日
・人事給与システム賃貸借　平成31年3月1日～令和6年2月29日
・白衣賃貸借　平成31年3月1日～令和6年2月29日
・電話交換業務委託　平成31年4月1日～令和4年9月30日
・薬剤管理システム賃貸借　令和2年2月1日～令和7年1月31日

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　　(8) 収入の確保と支出の節減
　ア　収支全般
　　　医業収支比率については類似黒字
　　病院と同等を目標とし、かつ給与比
　　率は50％台を目標として努力するこ
　　と。また診療報酬体制を経営的かつ
　　適正に対応することにより、収支両
　　面にわたるマネジメントを徹底し、
　　財務基盤の強化を図ること。

　　(8) 収入の確保と費用の節減
　ア　収支全般
　　　医業収支比率については類似黒字病
　　院と同等を目標とし、かつ給与費比率
　　は64％台を目標とする。DPCを活用し
　　て、収支両面にわたるマネジメントに
　　活用する。

　　(8)収入の確保と費用の節減
　ア　収支全般
　　　医業収支比率については93%以上を
　　目標とし、かつ給与比率は62％台を目
　　標とする。DPCを活用して、収支両面
　　にわたるマネジメントに活用する。

【実施】
ア　DPCデータを活用し、一般病棟から回復期リハビリテーショ
ン病棟・地域包括ケア病棟への転棟を促したことで、回復期リ
ハビリテーション病棟・地域包括ケア病棟の病床使用率向上及
び一般病棟の効率性上昇に貢献した。
　経営コンサルタントと毎月会議を設け、経営管理機能の強化
を図った。

小Ｂ

細
Ｂ

小Ｂ

細
Ｂ

細目、細々目を総合評価

自己評価を承認する。
コンサルタント会社からの情報に基づき
適切に意思決定している。

　イ　収入の確保
　　　病床管理による病床利用率の向
　　上、高度医療機器の稼働率の向上、
　　診療報酬改定への柔軟な対応及び適
　　切な人員配置などにより、収入面で
　　の財務体質の向上を図る。また、診
　　療報酬改定や健康保険法等の改正に
　　的確に対処するとともに、診療報酬
　　の請求漏れや減点の防止、未収金の
　　未然防止対策と早期回収に努めるこ
　　と。

　イ　収入の確保
　　① 許可病床数は312床を有するが、今
　　　後の必要度を鑑み、急性期及び亜急
　　　性期（地域ケア病棟、回復期リハ病
　　　棟）等の病床転換と要員計画を作成
　　　し、病床利用率の向上を図る。ま
　　　た、診療報酬改定や健康保険法等の
　　　改正に的確に対処するとともに、診
　　　療報酬の請求漏れや減点の防止、未
　　　収金の未然防止対策と早期回収に努
　　　める。

　イ　収入の確保
　　① 許可病床数は312床を有するが、一
　　　般病棟、緩和ケア病棟、地域包括ケ
　　　ア病棟及び回復期リハビリテーショ
　　　ン病棟等の適正な病床数の見込みと
　　　要員計画を作成するとともに、各病
　　　棟の特性を生かし病床利用率の向上
　　　を図る。また、診療報酬改定や健康
　　　保険法等の改正に的確に対処すると
　　　ともに、診療報酬の請求漏れや減点
　　　の防止、未収金の未然防止対策と早
　　　期回収に努める。
　　　　また、事前防止を図るため受診時
　　　の保険証提示や公的制度の利用につ
　　　いて啓発し、発生した未収金につい
　　　ては、文書・電話・訪問に加え、効
　　　果的な回収業者（弁護士）へ業務委
　　　託を行うなど、未収金対策の強化を
　　　図ります。

【実施】
イ
①　平成27年8月にランクアップした急性期一般入院料１を堅持
した。
　また、増収を図るためにDPCデータを使用し、機能評価係数Ⅱ
の救急医療指数及び効率性指数の増加に努めた。
　毎週1回、回復期病棟利用促進のための選定会議を実施し、病
床利用率の向上を図った。
　平成28年12月より地域包括ケア病棟を開設し、比較的重症度
の低い患者を一般病棟から受け入れることにより病床利用率を
向上させ、収益の増収と一般病棟の効率化を図っている。

細Ｂ

細々
Ｂ

細Ｂ

細々
Ｂ

細々目を総合評価

自己評価を承認する。

　　② 高度医療機器の稼働率の向上を図
　　　る。地域の医療機関に高額利用機器
　　　の利用を開放し、患者を紹介しあう
　　　ことで、地域包括型医療に貢献す
　　　る。

　　② 高度医療機器の稼働率の向上を図
　　　る。地域の医療機関に高額医療機器
　　　の利用を開放し、患者を紹介しあう
　　　ことで地域包括型医療に貢献する。

【実施】
②

細々
Ｂ

細々
Ｂ

実績を評価しＢ評価とする。
数値評価項目B3-37,38
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　　③ 適正なDPCのコーディング、診療報
　　　酬の請求もれの防止に努め、院内で
　　　の研修を通じきめ細かく診療の行為
　　　にあたるよう努める。また、未収金
　　　の回収システムとマニュアルの確認
　　　を通じ早期の回収に努める。

　　③ 適正なDPCのコーディング、診療
　　　報酬の請求漏れの防止に努め、院
　　　内での研修を通じきめ細かく診療の
　　　行為にあたるよう努める。また、未
　　　収金の回収システムとマニュアルの
　　　確認を通じ早期の回収に努める。

【実施】
③　分析ソフト等の活用および医師と連携をとり確認・相談を
行っている。また診療情報管理士と二重の確認を行い適正なDPC
コーディングが出来るように務めた。
　医療費の未収金台帳作成・管理、電話督促、督促状の発送及
び弁護士委託による督促を行い、未収金回収に努めた。また、
予約入院の患者に対して入院前説明を行い、限度額適用認定証
の取得や、高額貸付制度、出産育児一時金直接支払制度の利用
などを積極的に働きかけ、未収金の発生防止に努めた。

細々
B

細々
B

自己評価を承認する。

　　④ 診療報酬改定に迅速に対応し、安
　　　定した収益の確保に努める。また、
　　　業務に密着した専門的な研修会や講
　　　習会等を開催し、全職員が経営の観
　　　点からも効率的な医療サービスの提
　　　供に努める。

【実施】
④　診療報酬改定以前より情報収集を行い、経営コンサルタン
トによる研修会を開催し、診療報酬の改定に迅速に対応した。

細々
B

細々
B

自己評価を承認する。

　ウ　費用節減
　　　効率的な病院経営のため、必要な
　　費用を適切に見積もるとともに、人
　　件費や経費については具体的な数値
　　目標を設定し、その達成を図るこ
　　と。人件費については、黒字の病院
　　の数値を参照し、病院の役割・規
　　模・地域性を考慮して目標を定め削
　　減に努めること。後発医薬品の採用
　　促進を図るとともに、医薬品及び診
　　療材料等の購入方法を検討して費用
　　の節減に努め、費用対効果から総合
　　的に勘案し、適正な価格において契
　　約を行うこと。

　ウ　費用節減
　　① 費用のマネジメントにDPCを活用す
　　　る。医療センターの治療とDPC病院の
　　　平均的治療とを比較し、薬剤の使用
　　　状況等が妥当か検証を行う。薬品、
　　　診療材料等の購入方法を検討する。
　　　また、適正仕入・適正在庫を維持す
　　　る。業者委託について、費用対効果
　　　を検証し、費用のマネジメントを行
　　　う。

　ウ　費用節減
　　① 費用のマネジメントにDPCを活用す
　　　る。医療センターの治療とDPC病院
　　　の平均的治療とを比較し、薬剤の使
　　　用状況等が妥当か検証を行う。薬
　　　品、診療材料等の購入方法を検討す
　　　る。また、適正仕入・適正在庫を維
　　　持する。業者委託について、費用対
　　　効果を検証し、費用のマネジメント
　　　を行う。

【実施】（平成22年度より継続）
ウ
①　診療材料については、より廉価な同種同等品への切替えに
ついて検討・推進するとともに、競争見積を実施することで現
行品の納入価削減に努めた。
　看護部関連診療材料については、看護部が中心となり積極的
に切替えを進めた。
　医薬品については、現行の単価契約の見直しを行い、最大限
費用の削減に努めた。
　在宅医療用材料については、年1回の価格交渉により価格の見
直しを行い費用の削減に努めた。

細B

細々
B

細B

細々
B

細々目を総合評価

自己評価を承認する。

　　② 後発医薬品の使用割合増による医
　　　薬品費の削減を図る。

　　② 後発薬品の数量割合を維持し、医
　　　薬品費の抑制及び機能評価係数の向
　　　上を図る。

②後発医薬品使用割合
　平成30年度　97.5％　→　令和元年度　97.8％ 細々

A
細々
A

自己評価を承認する。
高い適用率を評価する。

　　③ 医療機器の整備及び更新に当たっ
　　　ては、施設整備の委員会等におい
　　　て、費用対効果を含めあらゆる角度
　　　から検証を行う。

　　③ 医療機器の整備及び更新に当たっ
     ては、施設整備委員会等において、
     その必要性及び費用対効果を含めあ
     らゆる角度から検証を行う。

【実施】
③　医療機器等の整備及び更新を実施するため施設整備委員会
を年2回開催し、対象機器を選定し順次購入を進めた。
　また購入機器に応じ、別途機種等選定委員会を立ち上げ購入
機器（メーカ）を選定するなど費用対効果が最大限得られるよ
う努力した。

細々
B

細々
B

自己評価を承認する。

　　④ その他経費についても、購入時の入
　　　札制度を的確に運用して予算執行に
　　　あたり、経費の削減に努める。

　　④ その他経費についても、入札制度
　　　等を的確に運用して予算執行に当た
　　　り、最大限の経費の削減に努める。

【実施】
④　施設整備等の改修工事について入札を実施した。 細々

B
細々
B

自己評価を承認する。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　　＜収支全般＞

※医業収支比率（％）= 医業収益÷（医業費用＋
一般管理費）×100
※給与費比率（％）=（医業給与費＋一般管理給
与費）÷医業収益×100

　　＜収支全般＞

※医業収支比率（％）= 医業収益÷（医業費用
＋一般管理費）×100
※給与費比率（％）=（医業給与費＋一般管理
給与費）÷医業収益×100

＜収支全般＞
医業収支比率及び給与費比率とも目標値を下回った。

・医業収支比率〔医業収益／（医業費用＋一般管理費）*100〕
・給与費比率〔給与費(医業費用+一般管理費)／医業収益*100〕

細々
Ｃ

細々
Ｃ

実績を評価しＣ評価とする。
数値評価項目B1-15,B2-35

医業収支比率 95.9% 95.4%

給与費比率 63.6% 64%台

区　　　分
平成27年度

実績数値

平成31年度
目標数値

区分
令和元年度
目標数値

令和元年度
実績数値

目標差

医業収支比率 93.1% 90.8% ▲2.3%

人件費比率 62.5% 65.2% 2.7%
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

　　＜入院収益及び外来収益の確保＞ 　　＜入院収益及び外来収益の確保＞ ＜入院収益及び外来収益の確保＞

細々
Ｃ

細々
Ｂ

実績を評価しＢ評価とする。
入院平均単価が前年度946円増加して
いる。
数値評価項目A1-3,B1-16,18,19

　　＜費用の節減＞ 　　＜費用の削減＞ ＜費用の削減＞

細々
Ｂ

細々
Ｂ

実績を評価しＢ評価とする。
数値評価項目B1-２６

第４　財務内容の改善に関する事項
　公的な病院としての使命を果たしていくた
めの経営基盤を確保するため、「第３　業務
運営の改善及び効率化に関する事項」で定め
た事項に即した中期計画及び年度計画を作成
し、これに基づいて病院を運営することによ
り健全経営を維持すること。

第４　予算(人件費の見積りを含む)、収
　　支計画及び資金計画
　公的な病院としての使命を果たしていくための
経営基盤を充実させるため、「第３　業務運営の
改善及び効率化に関する目標を達成するためにと
るべき措置」で定めた事項に即した年度計画を作
成し、これに基づいて病院を運営することにより
健全経営を維持する。
　１　予算　　　　　別表１のとおり
　２　収支計画　　　別表２のとおり
　３　資金計画　　　別表３のとおり

第４　予算(人件費の見積りを含む)、収
　　支計画及び資金計画
 公的な病院としての使命を果たしていくため
の経営基盤を充実させるため、「第３　業務運
営の改善及び効率化に関する目標を達成するた
めにとるべき措置」で定めた事項に即した年度
計画を作成し、これに基づいて病院を運営する
ことにより健全経営を維持する。
 １　予算　　　　　別表１のとおり
 ２　収支計画　　　別表２のとおり
 ３　資金計画　　　別表３のとおり

【実施】
　予算編成については、収益の増収、費用の削減、業務の整
理・効率化を前提に予算編成を行った。
　毎月開催される「経営の質向上委員会」に月次損益の状況を
報告し、院内での情報共有を図った。

大
Ｃ

大
Ｃ

自己評価を承認する。

第５　短期借入金の限度額
　
　１　限度額　　５００百万円
　２　想定される短期借入金の発生理由
　　(1) 運営費負担金・建設事業補助金
　　　の受入れ遅延等による資金不足へ
　　　の対応
　　(2) 予定外の退職者の発生に伴う退
　　　職手当の支給等偶発的な出費への
　　　対応

第５　短期借入金の限度額
　
　１　限度額　　５００百万円
　２　想定される短期借入金の発生理由
　　(1)運営費負担金・建設事業補助金
　　　の受入れ遅延等による資金不足へ
　　　の対応
　　(2)予定外の退職者の発生に伴う退
　　　職手当の支給等偶発的な出費への
　　　対応

該当なし

第６　重要な財産を譲渡し、又は担保に
　　供する計画
　　　なし

該当なし

平成27年度実績 平成31年度

数値 目標数値

後発医薬品の適用率

（数量ベース）

区　　　分

91% 91%
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

第７　剰余金の使途
　決算において剰余を生じた場合は、病院施設の
建替・整備・修繕又は医療機器の購入等に充て
る。

第７　剰余金の使途
　決算において剰余を生じた場合は、病院施設
の建替・整備・修繕又は医療機器の購入等に充
てる。

　令和元年度において剰余金は生じていないが、平成30年度ま
でに生じた剰余金について、令和2年度以降引き続き、病院施設
の建替え・整備・修繕又は医療機器の購入等に充てる予定であ
る。

大
A

大
Ｂ

剰余金が生じていないため
Ｂ評価とする。

第８　料金に関する事項 第８　料金に関する事項
大B 大B 中項目を総合評価

　１　使用料及び手数料 　１　使用料及び手数料

　

中B 中B 小項目を総合評価

　　(1) 病院を利用する者からは、使用
　　　料を徴収する。

　(1) 病院を利用する者からは使用料を
　　徴収する。 当院規定に基づき徴収 小B 小B 自己評価を承認する。

　(2) 料金の額は、診療報酬の算定方法
　　（平成20年厚生労働省告示第59号）及
　　び入院時食事療養費に関する食事療
　　養、入院時生活療養費に係る生活療養
　　の費用の額の算定に関する基準
　　（平成18年厚生労働省告示第99号）及
　　び後期高齢者医療の食事療養標準負担
　　額及び生活療養標準負担額（平成19年
　　厚生労働省告示第395号）の規定により
　　算定した額（以下「告示等による算定
　　額」という。）並びに指定居宅サービ
　　スに要する費用の額の算定に関する基
　　準（平成12年厚生省告示第20号）及び
　　厚生労働大臣が定める一単位の単価
　　（平成12年厚生省告示第22号）の規定
　　により算定した額。ただし、自動車損
　　害賠償保障法(昭和30年法律第97号)の
　　規定による損害賠償の対象となる診療
　　については、その額に10の20を乗じて
　　得た額とする。

  (2) 料金の額は、診療報酬の算定方
　　法（平成20年厚生労働省告示第59
　　号）及び入院時食事療養費に関する食
　　事療養、入院時生活療養費に係る生活
　　療養の費用の額の算定に関する基準
　　（平成18年厚生労働省告示第99号）及
　　び後期高齢者医療の食事療養標準負担
　　額及び生活療養標準負担額（平成19年
　　厚生労働省告示第395号）の規定によ
　　り算定した額（以下「告示等による算
　　定額」という）並びに指定居宅サービ
　　スに要する費用の額の算定に関する基
　　準（平成12年厚生省告示第20号）及び
　　厚生労働大臣が定める一単位の単価
　　（平成12年厚生省告示第22号）の規定
　　により算定した額。ただし、自動車損
　　害賠償保障法(昭和30年法律第97号)の
　　規定による損害賠償の対象となる診療
　　については、その額に10の20を乗じて
　　得た額とする。

各算定方法に基づき徴収
小
B

小
B

自己評価を承認する。

　(3) 前項の規定にない使用料及び手数
　　　料の額は、次に定めるところによ
　　　る。
　　・千葉労働局、地方公務員災害補償基
　　　金千葉県支部その他の団体等との間
　　　における診療契約によるものについ
　　　ては、その契約の定める額とする。
　　・前号以外にあっては、理事長が別に
　　　定める額とする。

  (3)前項の規定にない使用料及び手数
    料の額は、次に定めるところによ
　　る。
　・千葉労働局、地方公務員災害補償基
　　金千葉県支部その他の団体等との間
　　における診療契約によるものについて
　　は、その契約の定める額とする。
　・前号以外にあっては、理事長が別に定
　　める額とする。

当院規程等に基づき徴収

小
B

小
B

自己評価を承認する。

　２　使用料及び手数料の減免
　理事長が、特別の事情があると認めたときは、
使用料及び手数料の全部又は一部を減免すること
ができるものとする。

２　使用料及び手数料の減免
　理事長が、特別の事情があると認めたとき
は、使用料及び手数料の全部又は一部を減免す
ることができるものとする。

当院規程に基づき実施 中
B

中
B

自己評価を承認する。

第９　その他業務運営に関する重要事項 第９　その他業務運営に関する重要事項 第９　その他業務運営に関する重要事項

　
大B 大B 中項目を総合評価

１　施設整備の推進
　病院の老朽化及び耐震化の観点から、病院
の施設整備及び移転等を計画する。平成30年
3 月末に介護療養病床が廃止される見込に伴
い、病院退院患者の受け入れ先としての介護
老人保健施設を検討する。また、病児保育施
設の設置を検討すること。

１　施設整備の推進
　介護老人保健施設及び病児保育施設（山武市と
協力のもと地域の子育て支援策としての施設）設
置を検討する。
施設及び設備に関する計画（平成29年度～平成31
年度）
　　別表４のとおり

１　施設整備の推進
　介護老人保健施設及び病児保育施設（山武市
と協力のもと地域の子育て支援策としての施
設）設置を検討する。
別表４「施設及び設備に関する計画（平成31年
度）」のとおり

検討中

中
C

中
C

自己評価を承認する。
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実施状況等 評価 評価 山武市コメント
年度計画

令和元事業年度に係る業務実績に関する評価結果〈項目別の状況〉

中期目標
山武市の評価法人の自己評価

中期計画

２　病院機能の拡充
　医療・保健・介護を健診から在宅までを含めて
三位一体で切れ目なく地域住民に提供し、安心し
て暮らすことができる環境を整備するため、機能
を発揮する手段としてふさわしい施設整備及び移
転を計画する。この計画において、他医療機関と
の地域医療連携推進法人の構築を検討する。

２　病院機能の拡充
　医療・保健・介護を健診から在宅までを含め
て三位一体で切れ目なく地域住民に提供し、安
心して暮らすことができる環境を整備するた
め、機能を発揮する手段としてふさわしい建替
整備計画を推進する。

　
　病院建設にかかる建替整備基本計画を策定した。
　また、この計画に沿って、令和2年に予定している建設業者選
定のための入札準備を進めた。
　令和2年2月には、近隣住民を対象とした、建替整備基本計画
にかかる説明会を実施した。

中
B

中
B

自己評価を承認する。

３　積立金の処分に関する計画
　前中期目標期間繰越積立金については、病院施
設の建替・整備・修繕又は医療機器の購入等に充
てる。

３　積立金の処分に関する計画
　前中期目標期間繰越積立金については、病院
施設の建替え・整備・修繕又は医療機器の購入
等に充てる。

該当なし

２　医療・保健・介護の三位一体的な
　提供
　医療センターが中心となり、地域で高齢者
が安心して暮らせるよう、地域包括型医療の
推進に努めること。

20


